






















































































































家の戦略的行動 多様な政党─ リンケージを設定し、政党 対応力を支えてきたとす なら、自民党リーダーが行った弾力 政策変更 いう公共財 地域レベルでも浸透 各候補者が提供する私的財 組み合わせられた可能性がある。自民党 地方組織が党中央の戦略的政策変更に忠実に従ったか否か、そ 際 彼らは物質的な便益と公共財としての政策をど ように組み合わせ、ど ように したのかを解明するこ によって 党中央 戦略的行動に対する地方組織の対応と 党─有権者 質的変化 議論することが可能になる。　
第二の理論的根拠は、政党が政策を説明するアウトプット過程である。政治過程の中で政党の機能は大きく二つの
























































































































































































































































































に極めて否定的であった。ＴＰＰをめぐる議論がなされ始め 二〇一〇年以降、同県 自民党アクターは常にＴＰＰ参加撤回を強く求めてきた。し し、二〇一二年一二月 自民党政権発足後、官邸と党執行部の主導で
 ＴＰＰ参加
と交渉が進んでい 中で、党の正式決議を尊重す という党として 一体性が強調された結果、国内農業へ 被害を懸念する地方アクターの本音は、実際ＴＰ 交渉と合意 場で十分に反映されてはいない。　
ところが、地方議員の役割が限定的であったとは限らない。県連で決まった活動方針を受け入れざるを得なくなっ

































（0（（ 年 （ 回（（ 人） ・ＴＰＰ参加阻止を主張
（0（（ 年 （ 回（（ 人） ・ＴＰＰへの参加を阻止する対応




（0（（ 年 な　し な　し
（0（（ 年 な　し な　し
（0（（ 年 （ 回（（ 人） ・鹿児島県農業のＴＰＰ関連対策
（0（（ 年（（（ 月現在） （ 回（（ 人） ・ＴＰＰ協定の展望と農産物輸出拡大策















































































































































































































































































































































































































































発表した。近く党本部に送付するほか、県 選での争点化もにらみ農業 医療 など県内の同党友好団体 も提出した。決議文では「ＴＰＰは実質的に日・米・豪の貿易自由化協定。他国の基準や競争条件を押しつけ、郵政や金融、医療、介護など多様な分野に影響し、国民生活の安定を脅かす」と指摘している。特に農業分野では「県内で
（,（（（
億円の影響が推計され、ほとんどの農山漁村が衰退
















































有力国会議員の一人であ 農業に関連した主な役職は以下となる。自民党農林部会部 （二〇一二年） 、農林水産大臣政務官（二〇一三年） 、衆議院農林水産委員長（二〇一六年） 。
（
（0）　

























































































や農業関係者を担当する。 面でも、衆議院議員は社会インフラに対応し、参議院議員は職域代表として農業政策に対応する形で一定の役割分担があるという。鹿児島県選出国会 員インタビュー内容（実施日：二〇 六年三月二四日） 。
（
（（）　
野村は、ＴＰＰ合意後の影響について独自の資料（ 「ＴＰＰ合意後の影響について」 ） 作成し、地元の集会を回った。同資料は







鹿児島県議会議員・ 民党鹿児島 連執行部関係者インタビュー（実施日：二〇一七年一月二六日） 。
（
（（）　
鹿児島県議会 員・自民党鹿児島県連執行部関係者インタビュー（実施日：二〇 七年八月 八日） 。
政策過程における政党組織の役割（李）

一〇九
（
（（）　
鹿児島県議会議事録「平成二七年第四回定例会
　
第六日目」二〇一六年一二月一八日（
http
://asp.searchi.com
/kagoshim
a/ 検索
日：二〇一六年一月二六日） 。
